
 

新 潟 県 柏 崎 市 木 造 住 宅 耐 震 診 断 費 補 助 金 交 付 要 綱  

（ 趣 旨 ）  

第 １ 条  本 市 は 、 平 成 １ ６ 年 新 潟 県 中 越 地 震 に よ る 住 宅 等 の 被 災 を 教

訓 と し て 、 地 震 に 強 い ま ち づ く り を 推 進 す る た め 、 市 内 に 存 す る 木

造 住 宅 の 耐 震 診 断 を 受 け る 者 に 対 し 、 予 算 の 範 囲 内 に お い て 補 助 金

を 交 付 す る も の と し 、 そ の 交 付 に 関 し て は 、 新 潟 県 柏 崎 市 補 助 金 等

交 付 規 則 （ 昭 和 ５ ０ 年 規 則 第 ２ ９ 号 ） に 定 め る も の の ほ か 、 こ の 要

綱 の 定 め る と こ ろ に よ る 。  

（ 定 義 ）  

第 ２ 条  こ の 要 綱 に お い て 「 耐 震 診 断 」 と は 、 新 潟 県 柏 崎 市 木 造 住 宅

耐 震 診 断 士 登 録 制 度 実 施 要 領 （ 平 成 ２ ７ 年 ４ 月 １ 日 実 施 ） 第 ４ 条 第

１ 項 の 規 定 に 基 づ き 柏 崎 市 木 造 住 宅 耐 震 診 断 士 登 録 証 の 交 付 を 受 け

た 者 （ 以 下 「 診 断 士 」 と い う 。 ） が 実 施 調 査 等 に よ り 建 築 物 の 耐 震

性 を 診 断 す る こ と を い う 。  

（ 補 助 対 象 住 宅 ）  

第 ３ 条  補 助 金 の 対 象 と な る 住 宅 （ 以 下 「 対 象 住 宅 」 と い う 。 ） は 、

市 内 に 所 在 す る 個 人 所 有 の 住 宅 で 次 の 各 号 の す べ て に 該 当 す る 住 宅

と す る 。  

⑴  昭 和 ５ ６ 年 ５ 月 ３ １ 日 以 前 に 建 築 さ れ 、 又 は 工 事 に 着 手 し た 木

造 住 宅  

⑵  一 戸 建 て 住 宅 （ 店 舗 、 事 務 所 等 の 住 宅 以 外 の 用 途 を 兼 ね る 住 宅

に あ っ て は 、 延 べ 面 積 の １ ／ ２ 以 上 が 住 宅 の 用 に 供 さ れ て い る も

の に 限 る 。 ）  

⑶  地 上 ２ 階 建 て 以 下 の 住 宅  

⑷  対 象 住 宅 の 所 有 者 又 は 所 有 者 の ２ 親 等 以 内 の 親 族 が 居 住 し て

い る 住 宅  

⑸  国 等 の 特 別 な 認 定 を 得 た 工 法 以 外 で 建 築 さ れ た 住 宅  

（ 補 助 金 の 交 付 対 象 者 ）  

第 ４ 条  補 助 金 の 交 付 対 象 者 は 、 対 象 住 宅 を 所 有 す る 個 人 で あ っ て 、

か つ 、 市 税 を 滞 納 し て い な い も の と す る 。  

（ 補 助 金 の 額 ）  

第 ５ 条  補 助 金 の 額 は 、 別 表 に 定 め る と こ ろ に よ る 。  



 

（ 交 付 申 請 ）  

第 ６ 条  補 助 金 の 交 付 の 申 請 を し よ う と す る 者 は 、 補 助 金 交 付 申 請 書

（ 別 記 第 １ 号 様 式 ） に 、 次 の 書 類 を 添 付 し て 、 事 業 実 施 年 度 の １ １

月 末 日 ま で に 市 長 に 提 出 し な け れ ば な ら な い 。  

⑴  契 約 書 又 は 見 積 書 の 写 し  

⑵  市 税 完 納 証 明 書  

⑶  居 住 者 が 所 有 者 の ２ 親 等 以 内 の 親 族 で あ る こ と が 分 か る 書 類  

（ 所 有 者 と 居 住 者 が 異 な る 場 合 に 限 る 。 ）  

⑷  そ の 他 市 長 が 必 要 と 認 め る 書 類  

（ 決 定 通 知 ）  

第 ７ 条  市 長 は 、 前 条 の 規 定 に よ り 申 請 が あ っ た と き は 、 そ の 内 容 を

審 査 し 、 補 助 金 の 交 付 又 は 不 交 付 を 決 定 し 、 補 助 金 交 付 決 定 通 知 書

（ 別 記 第 ２ 号 様 式 ）又 は 補 助 金 不 交 付 決 定 通 知 書（ 別 記 第 ３ 号 様 式 ）

に よ り 、 速 や か に 申 請 者 に 通 知 す る も の と す る 。  

（ 耐 震 診 断 の 変 更 ）  

第 ８ 条  前 条 の 規 定 に よ り 補 助 金 の 交 付 決 定 を 受 け た 者 （ 以 下 「 補 助

事 業 者 」 と い う 。 ） は 、 耐 震 診 断 の 申 請 内 容 を 変 更 し よ う と す る と

き は 、 補 助 事 業 変 更 申 請 書 （ 別 記 第 ４ 号 様 式 ） を 提 出 し 、 あ ら か じ

め 市 長 の 承 認 を 受 け な け れ ば な ら な い 。  

２  市 長 は 、 前 項 の 規 定 に よ る 申 請 が あ っ た と き は 、 そ の 内 容 を 審 査

し 、 適 当 と 認 め た と き は 、 補 助 金 交 付 決 定 変 更 通 知 書 （ 別 記 第 ５ 号

様 式 ） に よ り 補 助 事 業 者 に 通 知 す る も の と す る 。  

（ 耐 震 診 断 の 中 止 ）  

第 ９ 条  補 助 事 業 者 は 、 補 助 金 の 交 付 決 定 後 に 補 助 事 業 を 中 止 す る と

き は 、 補 助 事 業 中 止 届 （ 別 記 第 ６ 号 様 式 ） を 市 長 に 提 出 し な け れ ば

な ら な い 。  

（ 実 績 報 告 ）  

第 １ ０ 条  補 助 事 業 者 は 、 耐 震 診 断 が 完 了 し た と き は 、 補 助 事 業 実 績

報 告 書 （ 別 記 第 ７ 号 様 式 ） に 、 次 の 書 類 を 添 付 し て 、 速 や か に 市 長

に 提 出 し な け れ ば な ら な い 。  

⑴  領 収 書 の 写 し  

⑵  耐 震 診 断 書 （ 診 断 士 が 耐 震 診 断 の 結 果 を 取 り ま と め た 書 類 を い



 

う 。 ） の 写 し  

⑶  そ の 他 市 長 が 必 要 と 認 め る 書 類  

（ 確 定 通 知 ）  

第 １ １ 条  市 長 は 、 前 条 の 規 定 に よ る 報 告 を 受 け た と き は 、 そ の 内 容

を 審 査 し 、 補 助 金 の 額 を 確 定 し 、 補 助 金 確 定 通 知 書 （ 別 記 第 ８ 号 様

式 ） に よ り 補 助 事 業 者 に 通 知 す る も の と す る 。  

（ そ の 他 ）  

第 １ ２ 条  こ の 要 綱 に 定 め る も の の ほ か 、必 要 な 事 項 は 、別 に 定 め る 。  

附  則  

（ 施 行 期 日 ）  

１  こ の 要 綱 は 、 平 成 ２ ８ 年 ４ 月 １ 日 か ら 施 行 す る 。  

（ 失 効 ）  

２  こ の 要 綱 は 、令 和 ８ 年 ３ 月 ３ １ 日 限 り 、そ の 効 力 を 失 う 。た だ し 、

補 助 金 の 支 払 に つ い て は 、 令 和 ８ 年 ５ 月 ３ １ 日 ま で の 間 は 、 廃 止 後

の 新 潟 県 柏 崎 市 木 造 住 宅 耐 震 診 断 費 補 助 金 交 付 要 綱 は 、 な お そ の 効

力 を 有 す る 。  

別 表 （ 第 ５ 条 関 係 ）  

 延べ面積 耐震診断費用 補助対象者負担額 
補助金の額 

（限度額） 

７０㎡以下 ８８，０００円 １０，０００円 ７８，０００円

７０㎡を超え１７５㎡以下 ９９，０００円 １０，０００円 ８９，０００円

１７５㎡を超える １２１，０００円 １０，０００円 １１１，０００円

附  則  

 こ の 要 綱 は 、 決 裁 の 日 か ら 施 行 す る 。  

附  則  

こ の 要 綱 は 、 令 和 ６ 年 ４ 月 １ 日 か ら 施 行 す る 。  

附  則  

こ の 要 綱 は 、 令 和 ７ 年 ４ 月 １ 日 か ら 施 行 す る 。  


